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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、新株予約権付社債等潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

回次 第43期中 第44期中 第45期中 第43期 第44期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高(百万円) 7,344 7,045 6,879 15,560 15,361 

経常利益又は経常損失（△）(百万

円) 
308 21 △240 1,031 528 

中間(当期)純利益又は純損失（△）

(百万円) 
15 21 △179 423 270 

持分法を適用した場合の投資利益

(百万円) 
－ － － － － 

資本金(百万円) 3,013 3,013 3,013 3,013 3,013 

発行済株式総数(千株) 8,115 8,115 8,115 8,115 8,115 

純資産額(百万円) 10,788 11,086 11,003 11,177 11,384 

総資産額(百万円) 28,517 26,477 26,546 27,559 26,491 

１株当たり純資産額(円) 1,341.60 1,380.79 1,381.78 1,391.08 1,424.90 

１株当たり中間(当期)純利益金額又

は１株当たり中間（当期）純損失金

額（△）(円) 

1.91 2.70 △22.51 52.72 33.66 

潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益金額(円) 
－ － － － － 

１株当たり配当額(円) － － － 20.0 20.0 

自己資本比率(％) 37.8 41.9 41.5 40.6 43.0 

営業活動によるキャッシュ・ 

フロー(百万円) 
567 256 △35 3,458 2,812 

投資活動によるキャッシュ・ 

フロー(百万円) 
△1,043 △521 △774 △1,951 △1,547 

財務活動によるキャッシュ・ 

フロー(百万円) 
984 △513 815 △443 △1,180 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高(百万円) 
4,549 4,326 5,193 5,104 5,188 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数](人) 

413 

[138]

401 

[178]

408 

[185]

399 

[164]

391 

[189]



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 当社の事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、契約社員数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しておりま

す。なお、社外から当社への出向者及び当社から社外への出向者はおりません。 

     ２．本社（管理本部）、営業本部の従業員は建機レンタル部門に含んでおります。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

事業部門別 従業員数（人） 

建機レンタル部門 391（172）  

農機事業部門 3（4）  

イベント事業部門 4（0）  

ゼオライト事業部門 4（2）  

携帯事業部門 3（5）  

ブーン・プランニング事業部門 3（2）  

合計 408（185）  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間の我が国の経済は、米国経済の成長鈍化や原油高、およびＩＴ分野の在庫調整に懸念はあるもの

の、世界経済の拡大を背景に緩やかな増加基調を続ける輸出や、業績好調を背景に増加傾向である設備投資と雇用

情勢の量的・質的改善で堅調な個人消費主導の民需を中心に増勢を持続しています。 

 公共工事につきましては、平成18年4月以降の全国の工事発注状況は、4月以降9月までの累計で前年同期比

10.7％の減少となっております。当社の主力マーケットであります北海道内の状況も、4月から9月までの累計では

前年同期比11.8％の減少となっております。 

    こうした状況のなか、建機レンタル業者間の熾烈な受注競争とこれに伴う単価下落から厳しい営業環境が続いて

   いますが、当社は新規顧客開拓、および既存ユーザーに対する占有率のアップにも注力して攻めの営業活動を展開

   してまいりました。 

    さらに、平成17年12月に包括的業務提携契約を締結した株式会社アクティオとのシナジー効果を高めるための戦

   略会議開催や情報交換による効率的営業活動を進め、ネットワークの相互利用による賃貸用資産の効率運用や共同

   購入を進めてまいりました。  

 また、例年上半期にも行ってきたレンタル機械リニューアルを目的とした機械売上を下半期に繰り延べて実施す

ることで機械の利用期間を延ばし、レンタル機械の有効活用を図ることにいたしました。さらに、顧客ニーズの多

い環境・安全に配慮した排ガス対策機や建築関連機械、オンリーワン商品等各種新機能機械をタイムリーに導入

し、また、汎用機械の付加価値を高めるためのアタッチメント類の充実を行ってまいりました。加えてコンピュー

タシステムを活用した遊休機械の解消の徹底等レンタル機械の効率運用などを強化いたしました。 

 以上の結果、当中間会計期間の実績は計画を上回り順調に推移しています。 

部門別の概況は次のとおりであります。 

「建機レンタル部門」 

 当社の主力業務である当部門は、上記概況のとおり厳しい経営環境のなか、営業拠点ネットワークの強化等を

図り、新規顧客開拓と既存ユーザーの占有率アップを進め、レンタル機械の効率運用等を強化しました。また、

新規開拓や占有率アップを進めることにより賃貸料収入は前年同期比130百万円増加しましたが、一方で前述の

レンタル機械のリニューアルを目的とした機械売上を下半期に繰り延べることにより、機械売上が前年同期比で

424百万円減少した結果、売上高は6,295百万円（前年同期比3.2％減）となりました。 

「農機事業部門」 

 当中間会計期間は、ユーザーのニーズに応えて積極的に新機能機械の導入を進めましたが、春先からの天候不

順で大幅に遅れが生じたコントラクター（農作業の請負業務）は売上減となった結果、売上高は166百万円（前

年同期比8.2％減）となりました。 

「イベント事業部門」 

 当中間会計期間は、時代のニーズに応えるべく大型テントやアミューズメント機材を購入し、積極的に提案営

業及びＰＲ活動を行うことにより民間企業・団体から順調に受注し、売上高は162百万円（前年同期比38.8％

増）となりました。 

「ゼオライト事業部門」 

 当中間会計期間は、研究機関と共同で実施している“とかちゼオライト”の施用試験を基に全道幅広く営業活

動を積極的に行った結果、売上高は45百万円（前年同期比10.2％増）となりました。 

「携帯事業部門」 

 当中間会計期間は、3店舗体制での個人客を主としながら法人客へも提案営業を行いました。加えて9月に全社

キャンペーンを展開した結果、売上高は99百万円（前年同期比0.4％増）となりました。 

    「ブーン・プランニング事業部門」 

  当中間会計期間は、厳しい市況のなか、建築現場を中心にアドフラットパネルや現場周辺の資機材（ユニット

ハウス等）をレンタルの主力と位置付け、札幌圏を中心に営業を推し進めるとともに、資材の付加価値追求によ

る現場環境イメージアップ（看板等のビジュアル展開）の提案型の営業により、売上高111百万円（前年同期比

14.4％増）となりました。    



 以上の結果、全社では賃貸料収入が前年同期比175百万円及び商品売上が82百万円それぞれ増加し、機械売上

が423百万円減少した結果、売上高は前年同期比166百万円減少し6,879百万円（前年同期7,045百万円）となり、

営業損失は220百万円（前年同期は営業利益54百万円）、経常損失は240百万円（前年同期は経常利益21百万

円）、中間純損失は179百万円（前年同期は中間純利益21百万円）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、原材料又は商品の仕入支出の増

加、営業収入の減少はあったものの、長期借入による収入の増加等により前中間会計期間末に比べ866百万円

（20％）増加し、5,193百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動の結果使用した資金は35百万円（前年同期得られた資金は256百万円）となりました。これは主に原

材料又は商品の仕入支出の増加によるものであります。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動の結果使用した資金は774百万円で前中間会計期間に比べ253百万円の増加となりました。これは前年

同期に大口の貸付金の回収があったことによるものであります。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動の結果得られた資金は815百万円（前年同期は使用した資金513百万円）となりました。これは主に長

期借入による収入の増加によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

事業部門別 当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前年同期比（％） 

ゼオライト事業部門（百万円） 32 123.2 

合計（百万円） 32 123.2 

事業部門別 当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前年同期比（％） 

建機レンタル部門（百万円） 6,295 96.8 

農機事業部門（百万円） 166 91.8 

イベント事業部門（百万円） 162 138.8 

ゼオライト事業部門（百万円） 45 110.2 

携帯事業部門（百万円） 99 100.4 

ブーン・プランニング事業部門 

（百万円） 
111 114.4 

合計（百万円） 6,879 97.6 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

（1） 当中間会計期間において実施した設備の異動は、次のとおりであります。 

（注）１．当期中間会計期間中の増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

賃貸用資産…簡易ハウス、レンタカー等レンタル用資産 

        自社用資産…営業所出店等による設備 

２．上記の増加額及び減少額は取得価額で記載しております。 

３．上記の金額には消費税は含んでおりません。 

（2）当中間会計期間において前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したものはありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

  当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設についての重要な変更はありません。

種    類 
当中間会計期間中の増加額 

（百万円） 
当中間会計期間中の減少額 

（百万円） 

 （賃貸用資産）     

 簡易建物 467 188 

 機械装置 187 483 

 土留パネル 3 6 

 車両運搬具 375 53 

計 1,033 731 

 （自社用資産）     

 土地 4 － 

 その他 68 46 

計 72 46 

合計 1,106 778 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 32,400,000 

計 32,400,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月25日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 8,115,068 8,115,068 
東京証券取引所 市場第

二部 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

計 8,115,068 8,115,068 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成18年4月1日～ 

 平成18年9月30日 
－ 8,115,068 － 3,013,011 － 2,367,521 



(4）【大株主の状況】 

 (注)上記のほか、当社所有の自己株式151千株（1.86％）があります。 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注） 「完全決議権株式（その他）」及び「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ 

7,000株（議決権の数７個）及び100株含まれております。 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社アクティオ 東京都千代田区岩本町1丁目５－13 2,345 28.89 

日立建機株式会社 東京都文京区後楽２丁目５－１ 385 4.74 

コマツ道東株式会社 北海道帯広市西24条北１丁目３－４ 379 4.68 

長谷川 政吉 北海道帯広市 273 3.37 

共成レンテム従業員持株会 北海道帯広市西18条北１丁目14 209 2.57 

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目７－３ 172 2.13 

北越工業株式会社 新潟県燕市下粟生津3074 172 2.12 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 133 1.64 

株式会社みずほ銀行 東京都中央区晴海1丁目8-12 124 1.53 

株式会社北洋銀行 札幌市中央区大通西3丁目11 112 1.39 

計 － 4,308 53.09 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式  151,000 
－ 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,818,000 7,818 同 上 

単元未満株式 普通株式  146,068 － 同 上 

発行済株式総数 8,115,068 － － 

総株主の議決権 － 7,818 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社共成レンテム 
北海道帯広市西18条

北１丁目14番地 
151,000 － 151,000 1.86 

計 － 151,000 － 151,000 1.86 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 938 875 835 816 813 821 

最低（円） 860 810 725 750 782 786 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第44期中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、第45期中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第44期中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び第45期中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監

査法人により中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社はありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   4,450,746   5,329,749 5,318,823   

２ 受取手形 ※３  1,757,091   1,870,372 2,382,357   

３ 売掛金   2,891,557   2,554,161 2,177,224   

４ たな卸資産   129,746   229,135 182,357   

５ 繰延税金資産   52,350   169,660 83,482   

６ その他   395,032   252,288 239,581   

貸倒引当金   △62,892   △46,447 △54,018   

流動資産合計     9,613,632 36.3 10,358,921 39.0   10,329,809 39.0

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産           

１ 賃貸用資産 ※１         

簡易建物   2,416,477   2,593,538 2,343,151   

機械装置   3,146,085   2,570,485 2,761,012   

土留パネル   245,831   216,507 225,984   

車両運搬具   2,010,276   1,955,342 1,824,788   

賃貸用資産計   7,818,672   7,335,873 7,154,937   

２ 自社用資産 ※1.2         

建物   2,019,734   1,984,642 2,040,522   

土地   4,723,447   4,740,986 4,736,616   

その他   592,523   537,361 550,078   

自社用資産計   7,335,706   7,262,990 7,327,217   

有形固定資産合計   15,154,378   14,598,864 14,482,155   

(2）無形固定資産   394,672   447,387 376,739   

(3）投資その他の資産           

１ 投資有価証券   570,623   682,184 716,264   

２ 長期前払費用   291,651   132,870 235,369   

３ 繰延税金資産   100,711   41,262 46,968   

４ 保険積立金   93,112   80,687 89,853   

５ その他   516,458   354,158 372,195   

貸倒引当金   △257,523   △149,707 △158,010   

投資その他の資産
合計 

  1,315,033   1,141,456 1,302,639   

固定資産合計     16,864,085 63.7 16,187,708 61.0   16,161,535 61.0

資産合計     26,477,717 100.0 26,546,629 100.0   26,491,344 100.0 

            

 



  

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形 ※３ 2,097,736   2,138,581 2,884,216   

２ 設備支払手形 ※３ 764,553   577,048 620,010   

３ 買掛金   786,463   900,435 622,033   

４ 短期借入金 ※２ 2,727,692   2,680,262 2,323,492   

５ 未払金   1,199,295   1,228,269 1,146,523   

６ 未払法人税等   35,416   34,611 290,494   

７ 賞与引当金   74,087   104,250 142,030   

８ その他   142,448   173,376 160,128   

流動負債合計     7,827,693 29.5 7,836,834 29.5   8,188,928 30.9

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２ 3,693,594   4,106,332 3,468,498   

２ 長期設備支払手形   873,918   769,015 867,471   

３ 退職給付引当金   68,093   116,877 103,809   

４ 役員退職慰労引当
金 

  185,221   144,128 192,053   

５ 長期未払金   2,728,695   2,562,406 2,275,704   

６ その他   13,768   7,350 10,500   

固定負債合計     7,563,292 28.6 7,706,109 29.0   6,918,036 26.1

負債合計     15,390,985 58.1 15,542,944 58.5   15,106,965 57.0

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     3,013,011 11.4 － －   3,013,011 11.4

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   2,367,521   － 2,367,521   

２ その他資本剰余金   72   － 72   

資本剰余金合計     2,367,594 8.9 － －   2,367,594 8.9

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金   457,770   － 457,770   

２ 任意積立金   4,944,860   － 4,944,860   

３ 中間（当期）未処
分利益 

  185,013   － 433,553   

利益剰余金合計     5,587,643 21.1 － －   5,836,183 22.0

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    173,603 0.7 － －   260,149 1.0

Ⅴ 自己株式     △55,120 △0.2 － －   △92,559 △0.3

資本合計     11,086,731 41.9 － －   11,384,378 43.0

負債資本合計     26,477,717 100.0 － －   26,491,344 100.0 

            



 （注）千円未満は切捨表示しております。 

  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    － －  3,013,011 11.4  － － 

２ 資本剰余金            

(1）資本準備金   －   2,367,521   －   

(2）その他資本 
    剰余金 

  －   72   －   

資本剰余金合計    － －  2,367,594 8.9  － － 

３ 利益剰余金            

(1）利益準備金   －   457,770   －   

(2）その他利益 
    剰余金 

              

別途積立金   －   5,054,860   －   

繰越利益剰余金   －   △15,842   －   

利益剰余金合計    － －  5,496,787 20.7  － － 

４ 自己株式    － －  △113,509 △0.4  － － 

株主資本合計    － －  10,763,882 40.6  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１ その他有価証券 
評価差額金 

   － －  239,802 0.9  － － 

評価・換算 
差額等合計 

   － －  239,802 0.9  － － 

純資産合計    － －  11,003,685 41.5  － － 

負債純資産合計    － －  26,546,629 100.0  － － 

          



②【中間損益計算書】 

  （注）千円未満は切捨表示しております。 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     7,045,361 100.0 6,879,567 100.0   15,361,328 100.0 

Ⅱ 売上原価     5,455,729 77.4 5,568,224 80.9   11,644,427 75.8

売上総利益     1,589,632 22.6 1,311,342 19.1   3,716,900 24.2

Ⅲ 販売費及び 
    一般管理費 

    1,535,227 21.8 1,531,830 22.3   3,129,232 20.4

営業利益 
(損失△） 

    54,404 0.8 △220,488 △3.2   587,668 3.8

Ⅳ 営業外収益 ※１   88,433 1.2 72,107 1.0   149,623 1.0

Ⅴ 営業外費用 ※２   121,661 1.7 91,882 1.3   208,834 1.3

経常利益 
（損失△） 

    21,176 0.3 △240,263 △3.5   528,458 3.5

Ⅵ 特別利益 ※３   59,620 0.8 31,781 0.5   59,621 0.4

Ⅶ 特別損失 ※４   11,225 0.1 14,753 0.2   28,424 0.2

税引前中間(当期)
純利益（損失△） 

    69,571 1.0 △223,235 △3.2   559,655 3.7

法人税、住民税 
及び事業税 

  6,344   23,047 283,943   

法人税等調整額   41,537 47,881 0.7 △66,678 △43,631 △0.6 5,481 289,425 1.9

中間(当期)純利益 
（損失△） 

    21,689 0.3 △179,603 △2.6   270,229 1.8

前期繰越利益     163,323 －   163,323 

中間（当期）未処
分利益 

    185,013 －   433,553 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）            

 （注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合  計 資 本 

準備金 
その他資
本剰余金

資本剰 
余金合計

利 益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余 
金合計 別 途 

積立金 
繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
3,013,011 2,367,521 72 2,367,594 457,770 4,944,860 433,553 5,836,183 △92,559 11,124,229

中間会計期間中の変動額           

別途積立金の積立（注）           110,000 △110,000  -      - 

剰余金の配当（注）             △159,792 △159,792   △159,792

中間純利益（△損失）             △179,603 △179,603   △179,603

自己株式の取得                 △20,950 △20,950

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

                    

中間会計期間中の変動額 

合計（千円） 
－ － － － － 110,000 △449,396 △339,396 △20,950 △360,346

平成18年９月30日 残高 

 （千円） 
3,013,011 2,367,521 72 2,367,594 457,770 5,054,860 △15,842 5,496,787 △113,509 10,763,882

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

平成18年３月31日 残高 

 （千円） 
260,149 11,384,378 

中間会計期間中の変動額   

別途積立金の積立（注）   -  

剰余金の配当（注）   △159,792 

中間純利益（△損失）   △179,603 

自己株式の取得   △20,950 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△20,346 △20,346 

中間会計期間中の変動額合計 

 （千円） 
△20,346 △380,693 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
239,802 11,003,685 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー 

計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

営業収入   7,011,840 6,957,859 15,329,069

原材料又は商品の仕入支出   △4,366,705 △4,536,487 △8,124,975

人件費支出   △1,405,943 △1,402,793 △2,670,573

その他の営業支出   △659,383 △689,544 △1,307,547

小計   579,808 329,035 3,225,973

利息及び配当金の受取額   6,345 2,705 15,493

利息の支払額   △71,362 △79,630 △138,308

法人税等の支払額   △257,824 △287,507 △290,969

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  256,966 △35,398 2,812,188

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

有形固定資産の取得による
支出 

  △1,066,122 △779,529 △2,122,659

投資有価証券の取得による
支出 

  △5,077 △60 △5,520

投資有価証券の売却による
収入 

  － － 69,108

保険積立金解約による収
入  

  － 45,887 －

貸付けによる支出   △13,609 △7,730 △17,618

貸付金の回収による収入   608,909 9,393 613,542

定期預金の預入れによる 
支出 

  △6,000 △6,000 △12,000

無形固定資産取得による 
支出 

  △26,843 △29,400 △53,686

その他投資取得による支出   △13,127 △7,532 △23,087

その他投資売却による収入   458 200 4,089

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △521,413 △774,772 △1,547,832

 



（注）千円未満は切捨表示しております。 

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー 

計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

    短期借入による収入   300,000 300,000 300,000

長期借入れによる収入   700,000 2,000,000 1,700,000

短期借入金の返済による 
支出 

  － － △300,000

長期借入金の返済による 
支出 

  △1,347,096 △1,305,396 △2,676,392

自己株式の取得による支出   △6,177 △20,950 △43,616

配当金の支払額   △160,697 △158,577 △160,697

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △513,970 815,076 △1,180,705

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

  － － －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   △778,416 4,905 83,650

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首 
  残高 

  5,104,554 5,188,204 5,104,554

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期
末(期末）残高 

  4,326,138 5,193,110 5,188,204

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は総

平均法により算定） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

総平均法により算定）  

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は総平均

法により算定） 

 時価のないもの 

総平均法による原価法 

時価のないもの 

同 左 

時価のないもの 

同 左 

 (2）たな卸資産 

商品  移動平均法による原

価法 

(2）たな卸資産 

商品  同 左 

(2）たな卸資産 

商品  同 左 

 製品  総平均法による原価

法 

製品  同 左 製品  同 左 

 貯蔵品 最終仕入原価法によ

る原価法 

貯蔵品 同 左 貯蔵品 同 左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 農業用機械及び平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については定

額法、それ以外のものについて

は定率法 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

  同 左 

(1）有形固定資産 

  同 左 

 （賃貸用資産） 

簡易建物７年～10年 

土留パネル７年～10年 

機械装置５年～10年 

車両運搬具８年 

（賃貸用資産） 

  同 左 

  

  

  

（賃貸用資産） 

  同 左 

  

  

  

 （自社用資産） 

建物７年～50年 

構築物７年～45年 

（自社用資産） 

  同 左 

  

（自社用資産） 

  同 左 

  

 (2）無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

 また、営業権については5年間

の均等償却を行っております。 

(2）無形固定資産 

 定額法  

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

 また、のれんについては5年間

の均等償却を行っております 

  

  

  

  

(2）無形固定資産 

 同 左 

  なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

 また、営業権については5年間

の均等償却を行っております 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

 同 左 

(1）貸倒引当金 

 同 左 

 (2）賞与引当金 

 従業員賞与の支出に充てるた

め、支給見込額基準により計上

しております。 

(2）賞与引当金 

 同 左 

(2）賞与引当金 

 同 左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間期末に発生している

と認められる額を計上しており

ます。 

 数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしておりま

す。 

(3）退職給付引当金 

 同 左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により翌事業年度から

費用処理することとしておりま

す。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に充

てるため内規に基づく中間期末

要支給額を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 同 左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に充

てるため内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

 同 左  同 左 

５．ヘッジ会計の方法  ────── (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しておりま

す。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金 

(3）ヘッジ方針 

 借入金に関する金利変動リスク

を回避する目的で、金利スワップ

取引を行っております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップ取引については、

特例処理の要件を満たしているた

め、ヘッジの有効性の評価を省略

しております。 

 ────── 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は手許現金並びに随時引出し

可能な預金及び預入日より３ヶ月

以内期日の定期預金からなってお

ります。 

 同 左  キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）

は手許現金並びに随時引出し可能

な預金及び預入日より３ヶ月以内

期日の定期預金からなっておりま

す。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

７．その他中間財務諸表作成

のための基本となる重要な

事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺し相殺後の金額 

9,945千円は流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺し相殺後の金額

10,283千円は流動資産の「その

他」に含めて表示しております。 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

   （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

  

 ──────  当中間会計期間より「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

これによる当中間会計期間の損益に与える

影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は11,003,685千円であります。 

 また、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借対照

表の純資産の部については、改正後の中間

財務諸表等規則により作成しております。 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前事業年度末 

（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価

償却累計額 

（千円） 

23,486,617 

（千円） 

23,629,649 

（千円） 

23,417,945 

※２．担保資産 担保に供している資産 担保に供している資産 担保に供している資産 

   （千円）

建物 312,150

土地 2,142,324

合計 2,454,474

  （千円）

建物 294,479

土地 2,212,913

合計 2,507,393

  （千円）

建物 305,423

土地 2,212,913

合計 2,518,337

 上記資産が担保に付されている債

務 

上記資産が担保に付されている債

務 

上記資産が担保に付されている債

務 

   （千円）

短期借入金 300,000

長期借入金 

(１年以内返済予定

分含む) 

4,717,166

  （千円）

短期借入金 300,000

長期借入金 

(１年以内返済予定

分含む) 

5,081,574

  （千円）

長期借入金 

(１年以内返済予定

分含む) 

4,647,870

※３．期末日満期手形     ────── 中間期末日満期手形の会計処理に

ついては手形交換日をもって決済

処理をしております。なお、当中

間期末日は金融機関の休日であっ

たため、次の中間期末日満期手形

が中間期末残高に含まれておりま

す。 

    ────── 

    （千円）

受取手形 97,357

支払手形 16,384

設備支払手形 49,310

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主な

もの 

（千円） （千円） （千円） 

受取利息 4,867 779 5,275 

※２．営業外費用のうち主な

もの 

      

支払利息 72,424 64,635 141,295 

※３．特別利益のうち主なも

の 

      

保険積立金解約  －  31,781 － 

投資有価証券売却益 59,620 － 59,621 

※４．特別損失のうち主なも

の 

      

固定資産廃却損 11,082 14,753 28,281 

 ５．減価償却実施額       

有形固定資産 971,363 864,723 1,987,848 

無形固定資産 17,932 21,542 35,865 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）増加株式数の内訳は次のとおりであります。 

取締役会決議による取得        23,000株 

単元未満株式の買取りによる増加   3,180株 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

（2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末の翌日以降となるもの 

  該当事項はありません。 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 8,115,068 － － 8,115,068 

合計 8,115,068 － － 8,115,068 

自己株式     

普通株式（注） 125,452 26,180 － 151,632 

合計 125,452 26,180 － 151,632 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月16日 

定時株主総会 
普通株式 159,792 20 平成18年3月31日 平成18年6月16日 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘

定 
4,450,746千円

預入期間が３ヶ

月を超える定期

預金 

△124,608 

現金及び現金同

等物 
4,326,138 

現金及び預金勘

定 
5,329,749千円

預入期間が３ヶ

月を超える定期

預金 

△136,639 

現金及び現金同

等物 
5,193,110 

現金及び預金勘

定 
  5,318,823千円

預入期間が３ヶ

月を超える定期

預金 

△130,618 

現金及び現金同

等物 
5,188,204 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

機械装置 3,669,791 941,855 2,727,936 

車両運搬
具 

105,061 25,915 79,145 

工具器具
備品 

157,359 91,893 65,466 

合計 3,932,213 1,059,664 2,872,548 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

機械装置 4,926,206 1,663,188 3,263,018

車両運搬
具 

123,225 41,400 81,825

工具器具
備品 

189,603 100,464 89,138

合計 5,239,035 1,805,053 3,433,981

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

機械装置 4,759,360 1,271,777 3,487,583

車両運搬
具 

102,678 33,193 69,484

工具器具
備品 

163,590 82,345 81,244

合計 5,025,629 1,387,316 3,638,312

 ２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

   （千円）

１年内 616,692

１年超 2,275,072

合計 2,891,764

  （千円）

１年内 803,056

１年超 2,684,059

合計 3,487,116

  （千円）

１年以内 782,662

１年超 2,849,569

合計 3,632,232

 ３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

   （千円）

支払リース料 307,135

減価償却費相当額 289,454

支払利息相当額 27,858

  （千円）

支払リース料 441,380

減価償却費相当額 396,464

支払利息相当額 34,267

  （千円）

支払リース料 695,731

減価償却費相当額 658,934

支払利息相当額 60,368

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同 左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同 左 

 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額としております。また、各期へ

の配分方法については利息法によ

っております。 

５．利息相当額の算定方法 

 同 左 

５．利息相当額の算定方法 

同 左 

オペレーティング・リ

ース取引 

 

  

未経過リース料 

  （千円）

1年以内 102,030

1年超 286,453

合計 388,483

未経過リース料 

  （千円）

1年以内 56,773

1年超 250,357

合計 307,131

未経過リース料 

  （千円）

1年以内 78,965

1年超 265,039

合計 344,004

  

  

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損

失はありませんので、項目等の記

載は省略しております。 

  

  同左 

  

  同左 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間） 

１．その他有価証券で時価のあるもの         

  （千円未満切捨）

２．時価のない主な有価証券の内容 

  （千円未満切捨）

（当中間会計期間） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  （千円未満切捨）

  

前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 175,073 430,784 255,711 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 85,200 120,769 35,569 

合計 260,273 551,554 291,280 

  
前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）満期保有目的の債券 － 

(2）その他有価証券   

非上場株式 9,668 

その他 9,400 

  

当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 175,194 522,617 347,423 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 85,582 140,512 54,930 

合計 260,776 663,130 402,353 



２．時価のない主な有価証券の内容 

  （千円未満切捨）

（前事業年度） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  （千円未満切捨）

２．時価のない主な有価証券の内容 

  （千円未満切捨）

  
当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）満期保有目的の債券 － 

(2）その他有価証券   

非上場株式 9,668 

その他 9,386 

  

前事業年度（平成18年３月31日） 

取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 175,134 545,890 370,756 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 85,582 151,318 65,736 

合計 260,716 697,209 436,492 

  
前事業年度（平成18年３月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 

(1）満期保有目的の債券 － 

(2）その他有価証券   

非上場株式 9,668 

その他 9,386 



（デリバティブ取引関係） 

（前中間会計期間） 

 当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（当中間会計期間） 

 当社が行っているデリバティブ取引は、ヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

（前事業年度） 

 当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

関連会社に対する投資の金額 －千円 －千円  －千円 

持分法を適用した場合の投資の

金額 
－千円  －千円  －千円 

持分法を適用した場合の投資利

益の金額 
－千円  －千円  －千円 



（１株当たり情報） 

  （注） １株当たり中間（当期）純利益金額（△損失）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象）  

  該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,380円79銭

１株当たり中間純利益

（損失△） 
2円70銭

１株当たり純資産額  1,381円78銭

１株当たり中間純利益

（損失△） 
 △22円51銭

１株当たり純資産額  1,424円90銭

１株当たり当期純利益

（損失△） 
  33円66銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、新株予約

権付社債等潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、新株予約

権付社債等潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、新株予約権付

社債等潜在株式がないため記載して

おりません。 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額

（△損失） 
      

中間（当期）純利益（△損失） 

（千円） 
21,689 △179,603 270,229 

普通株主に帰属しない金額（△損失）

（千円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（△損失）（千円） 
21,689 △179,603 270,229 

期中平均株式数（株） 8,032,205 7,977,891 8,027,055 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第44期）（自 平成17年4月１日 至 平成18年３月31日）平成18年6月26日北海道財務局長に提出 

(2）有価証券報告書の訂正報告書   

平成18年７月25日北海道財務局長に提出 

事業年度（第44期）（自 平成17年4月１日 至 平成18年3月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

(3)自己株券買付状況報告書 

  平成18年4月11日、平成18年5月22日、平成18年6月9日、平成18年7月10日、平成18年8月10日 

  平成18年9月12日、平成18年10月12日、平成18年11月10日、平成18年12月12日 北海道財務局長に提出。 

  

(4)自己株券買付状況報告書の訂正報告書 

  平成18年8月2日、北海道財務局長に提出。 

  報告期間（自 平成18年6月1日 至 平成18年6月30日）の自己株券買付状況報告書に係る訂正報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１７年１２月２６日

株式会社共成レンテム     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 柴口 幹男  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 安藤 俊典  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社共成レンテムの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４４期事業年度の中間会計期間（平成 

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及

び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社共成レンテムの平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年１２月７日に株式会社アクティオと包括的業務提携契約

を締結している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成１８年１２月２２日

株式会社共成レンテム     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 中島 逸史  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 安藤 俊典  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 篠河 清彦  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社共成レンテムの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第４５期事業年度の中間会計期間（平成 

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、

中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社共成レンテムの平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。 
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